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背景

背背景

首都直下地震対策大綱

平成17年9月 中央防災会議

事業継続計画を策定する必要性が記載される。

平成17年9月 中央防災会議

首都直下地震応急対策活動要領
地震災害発生時の応急対策活動が定められる。
業務継続計画の策定が施策として位置付け首都直下地震応急対策活動要領

平成18年4月 中央防災会議

業務継続計画の策定が施策として位置付け
られる。

中央省庁業務継続ガイドライン

平成19年6月 内閣府

業務継続計画に盛り込む内容や計画策定の
手法等がまとめられた。

業務継続計画のための官庁施設の
機能確保に関する指針

業務継続のための機能確保の手法を示す。
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機能確保に関する指針



目的

業務継続 必 欠な施 機能 確保業務継続に必要不可欠な施設機能の確保

業務継続が確実に行われるためには、業務を行う場である官庁施設

が発災時においても有効に機能することが不可欠です。

本指針では、発災時において官庁施設に求められる機能を定めると本指針では、発災時において官庁施設に求められる機能を定めると

共に、それを満たすための具体的手法を提示しています。

業務継続の確実な実施

3



指針の特徴

ポイント 1 地震をターゲットとしています

ポイント 2 施設機能の確保が必要不可欠ですポイント 2 施設機能の確保が必要不可欠です

ポイント 3 施設管理者が中心的役割を担います
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指針の特徴

「業務継続 ため 官庁施 機能確保 す 指針 全体像「業務継続のための官庁施設の機能確保に関する指針」全体像

第１編第１編

官庁施設の

総合耐震計画基準

【指針本文】

地震を想定した

施設管理者向けの

第１編第１編

（平成８年） 施設管理者向けの

ガイドライン

業務継続計画に

関連する部分で 具体的手法

P1～

第２編第２編 第３編第３編

関連する部分で

各省庁の施設管

理者または業務

継続計画作成者

が留意すべき事

【参考資料編】

過去の被害事例

（同解説）

構造設計者 建築設備

【指針解説】

・指針を理解するための

わかりやすい図表

が留意すべき事

項を引用

過去の被害事例

施設機能の技術資料書式

賃貸借時の留意事項

施設機能評価手法例構造設計者・建築設備

設計者等の建築技術者

の視点から解説

・災害直後の点検方法と

点検結果に基づく対応
現状把握の方法と対策例

施設機能評価手法例
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指針の特徴

指針 構成指針の構成

第１章 総則

第２章 官庁施設の機能確保に関する基本方針

第３章 官庁施設の目標とする耐震安全性と機能

第４章 発災時における施設機能確保のための運用計画の作成

第５章 業務継続計画を考慮した施設機能確保のための整備計画の作成
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第1章・第2章

第１章 総則

・ 本指針の目的
・ 対象とする施設と事象対象とする施設と事象
・ 用語の定義

第２章 官庁施設の機能確保に関する基本方針

・ 発災時における施設機能の重要性
・ 施設管理者の責務
・ 「施設機能確保のための計画」作成の必要性施設機能確保のための計画」作成の必要性
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第1章・第2章

施 機能確保 ため 係者施設機能確保のための関係者

以下の4者を想定

（１）施設管理者

（２）維持管理受託者

（３）警備受託者

（４）非常時優先業務を行う各部局
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（４）非常時優先業務を行う各部局

P15



第1章・第2章

施 機能確保 ため 係者施設機能確保のための関係者

（１）施設管理者

・各省庁の庁舎管理室等の職員（国家公務員）・各省庁の庁舎管理室等の職員（国家公務員）

・庁舎の維持、管理、運営を行うために必要な業務を発注する権限を持つ

庁舎管理室等は一般的に少人数で構成されているため、

施設管理者のみで施設機能を確保することは困難
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第1章・第2章

施 機能確保 ため 係者施設機能確保のための関係者

（２）維持管理受託者

・維持管理、設備メンテナンス等を委託された受託業者

（３）警備受託者

・警備員、ガードマン等

施設の維持、管理の専門的知識を持ち、

日常的に施設の管理等を行っている

発災時においては、施設管理者と

10P15

維持管理受託者、警備受託者との連携が不可欠



第1章・第2章

施 機能確保 ため 係者施設機能確保のための関係者

（４）非常時優先業務を行う各部局

・業務継続計画において非常時優先業務を行う組織

※非常時優先業務とは

・発災後に直ちに開始する災害応急対策業務

・被災状況に応じて速やかな実施が必要となる他の応急業務

・通常業務のうち、業務継続の優先度が高いもの
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第1章・第2章

耐 安全性と機能耐震安全性と機能

耐震安全性

３つの『機能』

３つの機能

基幹設備機能 活動支援空間及び執務空間における機能を維持するために
必 力 通信 情報 給 空 監

定義

必要となる電力、通信･情報、給水･排水、ガス、空調、監
視制御、エレベーター等の建築設備の主要部分及び幹線部
分の機能。

活動支援空間における
機能

非常時優先業務を行うにあたり職員の活動を支援するため
に必要となる移動･搬送機能、物品の保管機能等、職員の
活動を支援する執務空間以外で必要となる機能。

廊下 階段 トイレ 備蓄倉庫 電気室 機械室 電算室等が有

執務空間における機能

廊下、階段、トイレ、備蓄倉庫、電気室、機械室、電算室等が有
する機能が含まれる。

非常時優先業務を行う室又はエリアが必要とする機能

12

執務空間における機能 非常時優先業務を行う室又はエリアが必要とする機能。

P16～17



第1章・第2章

耐 安全性と機能耐震安全性と機能

災害対策本部
応急業務エリア
一般継続重要業務エリア

活動支援室
トイレ等

般継続重要業務エリア

エネルギーや通信情報
の幹線部分

基幹設備機能

エレベーター
基幹設備機能

活動経路

活動支援室 活動支援室
備蓄倉庫等サーバー室等

ライフライン

責任分界点
階段、廊下等

電気室 通信室等

活動支援室

共同溝等

引込み

電気室、通信室等

発電設備、
給水・排水設備等

基幹設備機能

13P17



第1章・第2章

施 管 者 責務施設管理者の責務

業務継続計画の策定・見直しに主体的に参画すること

施設機能に不足が生じる場合には、許容するリスクと、費用をかけて回避

するリスクを明確にし、計画的な施設整備等を行う

合同庁舎の場合は、非常用電源の割当、発災時の点検等の役割分担を調整

以下の計画を作成

発災時における施設機能確保のための運用計画（第4章）

・発災時の点検、復旧の方法を整理

業務継続を考慮した施設機能確保のための整備計画（第5章）

・現状の施設機能が非常時優先業務に与える影響

を考慮 度 応 必 機能を確
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・費用対効果を考慮し、優先度に応じて必要機能を確保する計画



第1章・第2章

合 庁舎 合 留意事合同庁舎の場合の留意事項

合同庁舎の場合は、以下の事項に留意

・各入居官署への非常用電源容量の割り当て

・発災時の点検の役割分担

・その他、業務継続を実施する上で必要な情報の共有その他、業務継続を実施する上で必要な情報の共有

※ただし、機密保持に留意

共有を図る情報の例

管理官署から入居官署へ
・施設の管理状況

・発災時の施設機能の状況 など

入居官署から管理官署へ
・発災時の施設機能の状況 など

・発災時の参集体制や連絡体制

機 （ 機負荷） ど

15P19

・重要機器（発電機負荷）のリスト など



第3章

第３章 官庁施設の目標とする耐震安全性と機能

・耐震安全性
基幹設備機能・基幹設備機能
・活動支援空間における機能
・執務空間における機能執務空間における機能

基幹設備機能

活動支援空間

における機能

執務空間

における機能

耐震安全性

＋

16



第3章

標とす 耐 安全性と機能目標とする耐震安全性と機能

耐震安全性耐震安全性

非常時優先業務を行う官庁施設は 必要な耐震安全性が確保されている非常時優先業務を行う官庁施設は、必要な耐震安全性が確保されている

必要がある

げ非常時優先業務を速やかに立ち上げるため、OA機器、家具、備品類に

固定、転倒防止等の対策を施す
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第3章

標とす 耐 安全性と機能目標とする耐震安全性と機能

基幹設備機能

人命の安全確保・二次災害の防止、相当期間の機能維持

信頼性の向上と代替手段の考慮

基幹設備機能

波及被害回避の配慮

ライフライン途絶対策

電力

通信・情報

空調

監視制御

給水

排水

監視制御

エレベーター

排水
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第3章

基幹 備機能基幹設備機能

①電力

商用電力が途絶した場合に備え、非常用電源を確保

燃料備蓄量は、電力ライフラインの復旧、燃料補給が可能となるまで

①電力

の時間を想定し検討する

非常用電源からの供給、または商用電源への復電時の電気事故に留意

②通信・情報

非常用電源が供給されるか確認

サーバ等の機器発熱を処理するための空調を確保

職員への指示・伝達には内線電話 LANの他 館内放送も有効職員への指示・伝達には内線電話、LANの他、館内放送も有効

緊急地震速報の導入を検討

19P22～23



第3章

基幹 備機能基幹設備機能

③給水

水槽容量は、上水道の復旧までの時間を想定するなどし検討する

受水槽に直接採水可能な給水栓を設ける（配管系統の破損に備える）

③給水

貯留期間が5日を超える場合、水質が劣化しないよう滅菌装置を設置

受水槽の確保が困難な場合にはペットボトル等で備蓄

浸水被害を受けないように耐震性能を確保浸水被害を受けないように耐震性能を確保

④排水

主にトイレからの汚水

排水槽の容量は、下水道の復旧までの時間を想定するなどし検討する

（敷地外への放流が不能となった場合に備える）（敷地外への放流が不能となった場合に備える）

排水槽容量の確保が困難な場合には、簡易トイレ等の採用を検討

衛生上、使用済み簡易トイレ等の一時保管場所も確保

浸水被害を受けないように耐震性能を確保
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浸水被害を受けないように耐震性能を確保
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第3章

基幹 備機能基幹設備機能

⑤空調

発災後も空調する対象室は、その必要性を十分検討して選定

電算室等、空調停止が業務停止に直結するおそれのある諸室を優先

⑤空調

燃料が低圧ガスの場合には、復旧に相当の時間がかかる

燃料が油の場合には、補給が可能となる時間を想定し容量を検討する

⑥監視制御

災害応急対策活動に必要な設備の運転監視が可能な状態を確保災害応急対策活動に必要な設備の運転監視が可能な状態を確保

⑦エレベーター

職員の搬送の他、食料、飲料水等の備蓄品の搬送にも用いられる

耐震性能を確保すると共に早期復旧が可能なものとする

21P24～26

災害対策本部を上層階に設置している場合には、特に耐震対策に留意



第3章

標とす 耐 安全性と機能目標とする耐震安全性と機能

活動支援空間における機能

活動支援空間の把握と機能の特定

活動支援環境の確保

二次災害の防止措置二次災害の防止措置

セキュリティの確保

活動支援室

・職員の活動支援に係るもの（トイレ、備蓄倉庫）

・基幹設備機能に係るもの（電気室、機械室等）

活動経路

22P27



第3章

動支援空 確保活動支援空間の確保

活動支援室（トイレ、備蓄倉庫、電気室、機械室等）

非常時優先業務に必要な分だけでなく、帰宅できない職員・来庁者に

ついても考慮

活動支援室（トイレ、備蓄倉庫、電気室、機械室等）

ついても考慮

備蓄倉庫については、共用倉庫の他、各部局にも最低限のものを確保

すぐに必要なもの（バール等の救急救助活動用具等）も各部局で保管

が望ましいが望ましい

活動経路

執務空間相互の経路の他、外部へ至る通路をあらかじめ定める

経路に設置されている扉は発災時にも開閉可能となるよう留意

不測の事態 混乱により 全ての経路を平常通り復旧することが困難不測の事態・混乱により、全ての経路を平常通り復旧することが困難

となる場合も

初動においては対策本部設営その他の物品移動が生じ、その後、負傷

者等 搬送 資材搬 ゴ 搬出などが加わ
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者等の搬送、資材搬入、ゴミの搬出などが加わる

P27～28



第3章

標とす 耐 安全性と機能目標とする耐震安全性と機能

執務空間における機能

非常時優先業務を行うための空間と環境の確保

二次災害の防止措置

セキ リティの確保セキュリティの確保

災害対策本部

・非常時優先業務の指揮及び情報伝達を行う拠点

応急業務エリア

・災害応急対策業務を行うエリア・災害応急対策業務を行うエリア

一般継続重要業務エリア

通常業務 ち業務継続優先度 高 も を行

24

・通常業務のうち業務継続優先度の高いものを行うエリア

P31



第3章

執務空 確保執務空間の確保

災害対策本部

非常時優先業務の指揮、情報伝達を行うために十分な広さ

内外の関係各所との連携を図りやすい位置に

災害対策本部

内外の関係各所との連携を図りやすい位置に

平常時より専用のスペースを確保しOA機器・家具・備品を配置

専用スペースの確保が困難な場合には会議室や執務室をあてる。その

場合 速やかな設営が出来るよう訓練を行っておく場合、速やかな設営が出来るよう訓練を行っておく。

応急業務エリア、一般継続重要業務エリア

通常業務からの速やかな移行が求められる

平常時に使用している執務室の一部がそのまま機能するのが望ましい

25P31



第3章

動支援空 執務空 境 機能活動支援空間・執務空間の環境・機能

明るさ

発災直後には被害状況の確認の他、飛散物の清掃、片づけにも必要

停電に備えて懐中電灯を常備

明るさ

停電に備えて懐中電灯を常備

電力

非常時優先業務に必要な電力を確保

非常用発電機の容量には制約があるため、コピー機等は必要最小限に

コ ヒ メ カ 電気ポット 冷蔵庫等は発電機以外の回路にコーヒーメーカ、電気ポット、冷蔵庫等は発電機以外の回路に

空調・換気

職員が長時間活動するにあたり支障をきたさないよう換気機能を確保

電算室等の室内温度を正常に保つ必要がある室には空調機能を確保

26P29、33～34

災害対策本部、発熱量の多い執務室にも空調機能を考慮する



第3章

そ 他 動支援空 執務空 機能 被害防止その他、活動支援空間・執務空間の機能・被害防止

浸水被害の防止

消火活動に伴う浸水被害やスプリンクラーの誤動作に留意

浸水被害は、エレベーター・設備シャフト、階段等を経路として拡大

浸水被害の防止

浸水被害は、エレベ タ 設備シャフト、階段等を経路として拡大

する可能性があることに留意

執務空間は 業務の機密性に応じて入室者を制限できるようにする

セキュリティ

執務空間は、業務の機密性に応じて入室者を制限できるようにする

（来庁者が留まることや、周辺の帰宅困難者が避難してくる可能性）

階段に人員を配置しフロアごとに管理するなど工夫する

来庁者との動線を分離できるか検討する来庁者との動線を分離できるか検討する

27P30、34～35



第4章

第４章 発災時における施設機能確保のための運用計画の作成

・発災時における各関係者の役割
施設管理者 維持管理受託者 警備受託者 各部局施設管理者、維持管理受託者、警備受託者、各部局

・運用計画を業務継続計画に反映させること

・運用計画の継続的な改善

28



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

関係者は、発災時におけるそれぞれの役割を理解しておく必要がある

災後 速 施 機能を確発災後には迅速に行動し、施設機能を確保

「発災時における施設機能確保のための運用計画」を作成

各担当者の役割・対応を明確にする

発災直後の建築構造体の点検体制・手順

施設機能の点検体制 復旧手順施設機能の点検体制・復旧手順

休日や夜間に発災した場合についても検討

29P36～



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

発災時における施設管理者の役割

職員等の安全を考慮して行動

維持管理受託者、警備受託者と連携し、施設機能を迅速に確保

発災時における施設管理者の役割

維持管理受託者、警備受託者と連携し、施設機能を迅速に確保

点検・応急復旧について、受託者と契約等により予め定めておく

非常時優先業務を行う各部局との連絡体制の整備・役割分担

施設管理者

指
示

指
示

況
報

告
況

報
告連携 連携 連携

維持管理

受託者

警備

受託者

非常時優先業務

を行う各部局

状
況

状
況

30

受託者 受託者

P38



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

発災時における維持管理受託者、警備受託者の役割

必要な施設機能を確保するために、施設管理者を補佐する

構造体等の確認

発災時における維持管理受託者、警備受託者の役割

構造体等の確認

基幹設備機能、活動支援空間・執務空間における機能の確保

点検、応急復旧の他、それらに必要な人員確保を適切に行う

必要十分な人数が確保されるよう、契約や協定を結ぶ

複数施設から委託されている場合、人員が保証されないおそれも

ヒアリングするなどして協力体制を確認し、参集時間を想定

31P38・47



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

発災時における非常時優先業務を行う各部局の役割

執務空間における機能確保

非常時優先業務を行えるよう、点検・応急復旧

発災時における非常時優先業務を行う各部局の役割

非常時優先業務を行えるよう、点検 応急復旧

火災被害の防止

カセットコンロ 電気ストーブ等の火気や 燃料等の危険物を持ち込カセットコンロ、電気ストーブ等の火気や、燃料等の危険物を持ち込

まない

セキ リティの確保セキュリティの確保

機密情報を保護するため、入室者を制限する

32P48～49



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

発災後の点検・機能確保発災後の点検 機能確保

施設管理者、維持管理受託者、警備受託者の役割 各部局の役割

構造体等 基幹設備機能
活動支援空間に

おける機能
執務空間に
おける機能

点
検
の
順
序

Ⅰ次 Ⅰ次点検 － － －

Ⅱ次
Ⅱ次点検
構造体の Ⅱ次点検 Ⅱ次点検 Ⅱ次点検序

→

Ⅱ次 構造体の
内部・外部の点検

Ⅱ次点検 Ⅱ次点検 Ⅱ次点検

Ⅲ次
Ⅲ次点検

建築非構造部材の Ⅲ次点検 Ⅲ次点検 Ⅲ次点検Ⅲ次 建築非構造部材の
外部・内部の点検

Ⅲ次点検 Ⅲ次点検 Ⅲ次点検

機能確保･復旧 －
基幹施設機能の

確保
活動支援空間に

おける機能の確保
執務空間における

機能の確保

33P39

機能確保 復旧
確保 おける機能の確保 機能の確保



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

点検の順序点検の順序

Ⅰ次点検（構造体等のみ）

「退去」判定でなければ

初動対応開始

Ⅱ次点検（構造体、基幹設備機能、活動支援空間、執務空間）

「退去」判定でなければ「退去」判定でなければ

施設利用を継続

Ⅲ次点検（建築非構造部材 基幹設備機能 活動支援空間 執務空間）Ⅲ次点検（建築非構造部材、基幹設備機能、活動支援空間、執務空間）

34P41



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

Ⅰ次点検（構造体等のみ）Ⅰ次点検（構造体等のみ）

施設管理者が、維持管理受託者、警備受託者と連携して実施

構造体の点検

■一見して危険と感じるか。

・傾いている。 建物を退去

・危険と思われる要素は見当たらない。 初動対応開始

その他の点検

■一見して危険と感じるか。

・火災が発生している。 建物を退去

・煙が出ている。 建物を退去

・ガスのにおいがする。 建物を退去

・「建物を退去」となった場合には、館内放送等で職員を退去させる

火災の場合は 消防機関へ通報

・危険と思われる要素は見当たらない。 初動対応開始

35

・火災の場合は、消防機関へ通報

・危険が見られなければ初動対応開始

付録



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

Ⅱ次点検①（構造体の外部・内部の点検）Ⅱ次点検①（構造体の外部 内部の点検）

施設管理者が、維持管理受託者、警備受託者と連携して実施

外部点検

・建物に傾斜や沈下はないか建物 傾斜や沈 な

・倒壊による危険はないか

・隣接建築物・周辺地盤の破壊による危険はないか

内部点検内部点検

・建物内の床に傾斜はないか

・廊下や階段に変形・損傷はないか

「建物を退去」とな た場合には 館内放送等で職員を退去させる

廊下や階段に変形 損傷はないか

傾斜の判断には下げ振りやビー玉を用いる

36

・「建物を退去」となった場合には、館内放送等で職員を退去させる

・問題がなければⅢ次点検へ

P41、47～48



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

Ⅲ次点検①（建築非構造部材）Ⅲ次点検①（建築非構造部材）

施設管理者が、維持管理受託者、警備受託者と連携して実施

外部点検

・外装材のひび割れ、はがれ等による落下の危険はないか

・窓枠・窓ガラスの落下による危険はないか

・突起物（庇、工作物等）の落下・転倒による危険はないか

・その他、燃料漏れ・水漏れ等

内部点検

・壁材や壁取付器具の損傷・落下による危険はないか

・天井材や天井取付器具の損傷・落下による危険はないか

危険部位の除去 応急復旧が可能なものは直ちに着手

天井材や天井取付器具の損傷 落下による危険はないか

・その他、燃料漏れ・水漏れ等

37

・危険部位の除去・応急復旧が可能なものは直ちに着手

・二次被害の可能性がある場合には、当該エリアを立ち入り禁止に

P41、47～48



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

Ⅱ・Ⅲ次点検②（基幹設備機能）Ⅱ Ⅲ次点検②（基幹設備機能）

施設管理者が、維持管理受託者、警備受託者と連携して実施

非常用発電設備 受変電設備

熱源・空調 水槽、ポンプ熱源 空調 槽、

構内交換・構内情報通信網・館内放送・火災報知

エレベーター

・警報ランプ・ブザーが作動していないか

・異音・異臭・煙が発生していないか

水漏れ 油漏れはないか

エレベ タ

・異常が著しい場合には 機器の稼働を停止し 施工者・機器メーカへ応援を要請

・水漏れ・油漏れはないか

・人が閉じこめられていないか（エレベーター） など

38

・異常が著しい場合には、機器の稼働を停止し、施工者・機器メーカへ応援を要請

・短時間での対応が困難な場合には、代替施設への移動も検討

P42～43、47～48



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

Ⅱ・Ⅲ次点検③（活動支援空間）Ⅱ Ⅲ次点検③（活動支援空間）

施設管理者が、維持管理受託者、警備受託者と連携して実施

Ⅱ次点検（初期確認）

・火災はないか

Ⅲ次点検（トイレ・備蓄倉庫・活動経路の機能確認）

・水漏れ・ガス漏れ・油漏れはないか

・家具の転倒・ガラスの散乱はないか など

Ⅲ次点検（トイレ 備蓄倉庫 活動経路の機能確認）

・水道（水洗）が利用できるか

・照明は点灯するか

階段 廊下の閉鎖はないか 自動扉は動作するか

・トイレが利用できない場合には館内放送で使用禁止を呼びかけ

・階段・廊下の閉鎖はないか。自動扉は動作するか

・セキュリティ機器は動作するか など

39

・トイレが利用できない場合には館内放送で使用禁止を呼びかけ

・廊下・階段の異常の場合には通行禁止とし障害物の撤去・代替経路の検討を行う

P44～45、47～48



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

Ⅱ・Ⅲ次点検④（執務空間）Ⅱ Ⅲ次点検④（執務空間）

原則として、各部局が行い、施設管理者へ報告
・ただし 休日等の場合は 施設管理者が 維持管理受託者 警備受託者と連携して実施・ただし、休日等の場合は、施設管理者が、維持管理受託者、警備受託者と連携して実施

Ⅱ次点検（初期確認）

ドア 外れ 変形はないか・ドアの外れ・変形はないか

・窓の割れ・ひびはないか

・スプリンクラーから放水していないか など

Ⅲ次点検（個別機能の確認）

・各機能に異常がないか

照明 コンセント 換気・空調 電話 コピー機 FAX パソコン など

・点検結果を施設管理者へ報告し 必要に応じ 応急復旧を要請

照明、コンセント、換気・空調、電話、コピ 機、FAX、パソコン など

40

・点検結果を施設管理者へ報告し、必要に応じ、応急復旧を要請

・異常・損傷が著しく、復旧が困難な場合には代替室への移動を検討

P46～49
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発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

応急復旧例（基幹設備機能・活動支援空間・執務空間）応急復旧例（基幹設備機能 活動支援空間 執務空間）

電源

・コンセントに電気が来ないときは、分電盤のブレーカーを確認

・ブレーカーが落ちている場合には安全確認されるまで再投入しない

・他の健全なコンセントから延長コードで電源を確保

サーバ室等の空調機能

・一部の空調機が停止している場合には、健全系統のみで運転

・能力が不足する場合は不要なシステムを停止し発熱を緩和する・能力が不足する場合は不要なシステムを停止し発熱を緩和する

・扉を開放して換気・排熱する方法も（セキュリティに留意）

セキュリティ機能セキュリティ機能

・重要度の高い空間は、警備受託者と連携し、入場者を制限

41P45



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

応急復旧例（基幹設備機能・活動支援空間・執務空間）応急復旧例（基幹設備機能 活動支援空間 執務空間）

給水

・給水管は末端部分ほど破損のリスクが高い

・給水管の漏水が発生している場合には、バルブ等で切り離す

・飲料水給水が停止している場合、受水槽近傍の水栓から取り出す

が・雑用水は、蓄熱槽や防災井戸等がある場合、それらを利用する

・上水の復旧が遅れた場合には、給水車の出動を要請

排水

・排水管は、上階ほど被害を受ける可能性が高い

・ポンプや下水本管が使用不能な場合は、低層階のトイレを使用

42P43



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

業務継続計画への反映業務継続計画への反映

・「発災時における施設機能確保のための運用計画」を踏まえ、業務

継続計画に必要事項を記載する継続計画に必要事項を記載する

訓練・試運転の実施

・ライフライン途絶を想定した実地訓練を検討する

・ただし、行政サービスへの影響を事前に十分確認する必要がある

継続的な見直し

ただし、行政サ ビスへの影響を事前に十分確認する必要がある

・訓練・試運転を通じて、問題点や改善すべき事項等が明らかとなっ

た場合には、是正策を反映する

43P50～55

た場合には、是正策を反映する



第4章

発災時 おけ 施 機能確保 ため 計発災時における施設機能確保のための運用計画

あらかじめ用意しておくとよいものあらかじめ用意しておくとよいもの

■標識ロープやセーフティコーン、拡声器など

・危険エリアへの立ち入り禁止措置（立ち入り禁止サインも）危険エリアへの立ち入り禁止措置（立ち入り禁止サインも）

・セキュリティ上の入室制限

■非常放送用のひな形

・「建物を退去」

・「立ち入り禁止エリアがあります」

・「トイレの使用ができません」 など

44
■延長コード など



第5章

第５章 業務継続を考慮した施設機能確保のための整備計画の作成

・現状把握の方法

・機能確保のための対策方法

・整備計画を業務継続計画に反映させること

・整備計画の継続的な改善

45



第5章

業務継続を考慮 た施 機能確保 ため 整備計

業務継続の水準を達成できるよう官庁施設の目標とする機能を定める

施 機能 を把握 離が 合 策を施

業務継続を考慮した施設機能確保のための整備計画

施設機能の現状を把握し、目標と乖離がある場合には対策を施す

「業務継続を考慮した施設機能確保のための整備計画」を作成

施設機能の現状

目標とすべき水準

改修時期改修時期

費用 など

46P56
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業務継続を考慮 た施 機能確保 ため 整備計

施設機能の現状把握

業務継続を考慮した施設機能確保のための整備計画

施設機能の現状把握

・施設管理者が、図面・関係書類・現地調査により把握

・機能が不足する場合は改修計画を立案

・各部局は、自ら利用する執務空間の現状把握に協力

耐震安全性の確保

・構造体 ・建築非構造部材 ・建築設備 ・家具類・OA機器

各部局は、自ら利用する執務空間の現状把握に協力

基幹設備機能の確保

・電力 ・通信・情報 ・給水 ・排水 ・空調・熱源

・監視制御 ・エレベーター

活動支援空間における機能の確保

・トイレ ・備蓄倉庫 ・活動経路（廊下・階段等）

執務空間における機能の確保

47P57～59

・災害対策本部 ・応急業務エリア・一般継続重要業務エリア



＜参考＞第3編 第2章

施 機能 状把握方法例

耐震安全性の確保

施設機能の現状把握方法例

耐震安全性の確保

・「官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説」に基づき調査

構造体 建築非構造部材 建築設備

家具類・OA機器

・重心が低くなるよう収納物の配置を考慮しているか

・積み重ねていないか積み重ねていないか

・適切に固定されているか

・ガラスの飛散防止策をとっているか など

48P66～70



施 機能 状把握方法例

＜参考＞第3編 第2章

基幹設備機能の確保

施設機能の現状把握方法例

基幹設備機能の確保

・設備機器の仕様、配置、システム系統を明らかにする

・基幹設備機能概要書・図面等の技術資料に記録する

システム系統・配置を調べる

・電力・通信・ガスの引き込み等が多重化されているか

・非常用発電機につながっている回路はどれか

機器の仕様・容量を調べる

非常用発電機につながっている回路はどれか

・電源車・給水車に対応できるか など

機 仕様

・発電設備の容量（能力）と燃料槽の容量（運転時間）

・水槽の容量、排水槽の容量 など

内容確認は書類調査や現地調査で

・完成図書・竣工図・メンテ記録などで書類調査し、現地で銘板等を確認

維持管理受託者などに依頼 専門的なことはメ カ へ問い合わせも
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・維持管理受託者などに依頼。専門的なことはメーカーへ問い合わせも



施 機能 状把握方法例

＜参考＞第3編 第2章

施設機能チェックシートの例

施設機能の現状把握方法例

施設機能チェックシ トの例

施設名称：○○○○

目標とする機能水準

(

目
採
用水

標

基本方針 施設整備の内容

１. 電力

1.1. 受変電・配電機能の確保

目
標

)

用
項
目

水
準

準
的

項目

本線予備線またはスポットネットワーク受電方式等、多回線より
引き込んでいる。

○

異系統変電所から２系統以上の電力を引き込んでいる。

② 採否
変圧器系統を二重化し、一方の系統に不具合が生じた場合にも、
もう一方の系統から電力供給を可能としている。

○

選択

変電設備の故障対策

商用電力を多回線より引き込む。
①

執務空間の機能、活動支援機能に必
要な負荷には 変圧器や幹線の系統

(1)

(2)

商用電力の途絶対策

もう 方の系統から電力供給を可能としている。

③ 採否
幹線系統を二重化し、一方の系統に不具合が生じた場合にも、も
う一方の系統から電力供給を可能としている。

非常照明による過放電を防ぐため、電源制御用の直流電源設備を
非常照明用とは別に設置している。

○

選択

(3)

④

電源設備制御用の直流電源を確保す
る。

要な負荷には、変圧器や幹線の系統
を二重化する。

制御用電源の信頼性向上

電源制御用と非常照明用兼用の直流電源設備を設ける他、電源制
御用専用の予備機を設置している。

直流電源設備の入力電源が途絶した場合でも、復旧までの間に制
御電源を供給できる蓄電池容量としている。

直流電源設備の入力電源を発電機等の非常電源としている。 ○

選択

⑤ 選択

④

50付 録

機

(4) 二次災害の被災防止
⑥ 採否

発災後も機能する必要のある機器等は、浸水、水損被害を受け難
い場所に設置している。

○



施 機能 状把握方法例

＜参考＞第3編 第2章

活動支援空間における機能の確保

施設機能の現状把握方法例

活動支援空間における機能の確保

・非常時優先業務の内容と職員数・配置を踏まえて把握する

・活動支援空間における機能チェックシートに記入する

トイレ・備蓄倉庫・活動経路の現状を把握

火災被害の防止

・自動火災報知や消火の機能

・水損による二次災害を回避できるような消火設備になっているか

浸水被害の防止

・庁舎周辺の水害の影響を考慮し、ハザードマップ等により調査

・重要な室が地下にある場合、浸水防止の措置が施されているか重要な室が地下にある場合、浸水防止の措置が施されているか

セキュリティ

・標識ロープやセーフティコーンを予め準備することが望ましい
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施 機能 状把握方法例

＜参考＞第3編 第2章

執務空間における機能の確保

施設機能の現状把握方法例

執務空間における機能の確保

・原則として各部局の役割。改修工事は施設管理者と調整

・執務空間における機能チェックシートに記入する

災害対策室・執務室の広さと位置

照明・コンセントが一般回路か発電機回路かを把握

・不明な場合は、業務に影響の少ない時期に実地調査

・分電盤単位で幹線からの電力供給を停止して調査する

・各部局は発電機回路に接続されている負荷リストを作成各部局は発電機回路に接続されている負荷リストを作成

・施設管理者は負荷リストを集計し発電機容量を上回らないか確認

・容量の大きい機器（コピー機・情報機器）には特に留意

その他 各機能 セキ リテ が確保されるか確認その他、各機能・セキュリティが確保されるか確認

・災害時優先の通信回線が確保されているか

・中央防災無線に接続されている電話機・FAXがあるか など

52P100～107



施 機能 状把握方法例

＜参考＞第3編 第2章

技術資料の例（電灯コンセント平面図）

施設機能の現状把握方法例

技術資料の例（電灯コンセント平面図）

OA-E4 OA-E3 OA-E2 OA-E1 OA-S5 OA-S4 OA-S3

OA分岐盤（Ｅ）による給電範囲 OA分岐盤（S）による給電範囲

OA E4 OA E3 OA E2 OA E1 OA S5 OA S4 OA S3

機械室３ 執務室 執務室 機械室４

ＮＥ ＳＥ

会議室

サーバー室

会議室

サーバー室分電盤

湯沸室

OA-N6 階 倉庫１ 中間 トイレ 執務室

ELVホール４ タンク室１

段 アトリウム ＥＰＳ

（Ｃ１）

OA-S2

執務室

執務室

NO.14 NO.13

NO.17 NO.16 NO.15

OA分岐盤(E)

ＥＰＳ（Ｅ１） ＥＰＳ（Ｓ１）

NO 10 ゴ置

ゴ
ミ
処
理
室

非常用
ＥＬＶ
NO.24

非常用
ELV
NO.1

OA分岐盤(S)

NO 9 NO 8
ＥＰＳ

OA-N5 （Ｃ２） 中間タンク室２ ELVホール１ 階

トイレ 執務室

湯沸室 段 OA-S1

機械室２ 機械室１

ＥＰＳ（Ｗ１）ＥＰＳ（Ｎ１）

NO.10 ゴ
ミ

置
場

身
障
者

ト
イ
レ

OA分岐盤(N) OA分岐盤(W)

NO.9 NO.8

NO.12 NO.11

ＮＷ ＳＷ

執務室 執務室 執務室

OA-N4 OA-N3 OA-N2 OA-N1 OA-W5 OA-W4 OA-W3 OA-W2 OA-W1

OA分岐盤（Ｎ）による給電範囲 OA分岐盤（Ｗ）による給電範囲
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OA分岐盤（Ｎ）による給電範囲 OA分岐盤（Ｗ）による給電範囲

凡例 ＯＡ分電盤 床ｺﾝｾﾝﾄ使用可、照明（25%）使用可

給電区分ライン 床ｺﾝｾﾝﾄ使用不可、照明（25%）使用可



施 機能 状把握方法例

＜参考＞第3編 第2章

技術資料の例（給水・トイレ平面図）

施設機能の現状把握方法例

技術資料の例（給水 トイレ平面図）

会議室

執務室
執務室

機械室４

ＳＥ

ゴ

機械室３

ＮＥ
会議室

ラック
相談室

中層系統（北）上水高置タンク（4m3）

中層系統（北）中水高置タンク（6m3）
※　緊急遮断弁の作動時は、
　　 点検後に手動復帰。

給湯は使用出来ない場合あり

階
倉庫１

段

ミ
処
理
室

執務室

非常用
ＥＶ

ゴ置
場

執務室

トイレ

非常用
ＥＬＶ

執務室
中間

タンク室１
※１

ELVホール

湯沸室

中層系統（北）上水高置タンク（4m3）

中層系統（北）中水高置タンク（6m3）
※　緊急遮断弁の作動時は、
　　 点検後に手動復帰。 商用電源供給時

のみ使用可能
階

段

ミ場

執務室

湯沸室

ELVホール１
身
障
者

ト
イ
レ

トイレ

中間タンク室２
※１

アトリウム

のみ使用可能

給湯は使用出来ない場合あり

執務室

ＳＷ

機械室１機械室２

ＮＷ
執務室 執務室執務室
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：

非常時トイレ・流し使用可能エリア(条件付)　　※ 自動水栓は商用電源のみで作動

非常時トイレ・流し使用不可エリア



第5章

業務継続を考慮 た施 機能確保 ため 整備計

施設機能確保のための対策方法の選定・整備計画の作成

業務継続を考慮した施設機能確保のための整備計画

施設機能確保のための対策方法の選定 整備計画の作成

・目標とする機能との乖離を把握し、対策に要する費用、効果、期間を検

討討

・対策の優先順位を決めるには、施設管理者と各部局との調整が必要

・現行の修繕計画を考慮し、施設整備計画を作成

業務継続計画への反映

・発災時における基幹設備機能の動作概要等を業務継続計画に記載

・整備計画の改修工事が完了するまでは、現状の施設機能を前提とした業

務継続計画とする務継続計画とする

55P59～62



第5章

業務継続を考慮 た施 機能確保 ため 整備計業務継続を考慮した施設機能確保のための整備計画

施設機能確保のための対策方法の選定・整備計画の作成施設機能確保のための対策方法の選定 整備計画の作成

・業務継続計画とも情報を共有し、整備計画にも継続的な見直しを行う

・複数年度で実施する整備計画もあるので 進捗状況を把握する

・施設機能の現状把握
・施設機能の現状再確認

計画 （Plan） 処置 （Action）

複数年度で実施する整備計画もあるので、進捗状況を把握する

・施設機能の現状把握

・施設機能確保のための対策の評価と

対策方法の選定

・業務継続を考慮した施設機能確保の

・整備計画、運用計画の修正

点検 （Check）業務継続を考慮した施設機能確保の

ための整備計画の作成

整備計画に基づく施設整備の実施

・点検、是正の実施

・業務継続計画との整合確認

・整備計画に基づく施設整備の実施

・発災時における施設機能確保のため

の運用計画の作成

・業務継続計画への反映
・維持管理・訓練の実施

実行 （Do）
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・業務継続計画への反映

P63



「業務継続のための官庁施設の機能確保に関する指針」は、

http://www mlit go jp/gobuild/sesaku bcp bcp htmhttp://www.mlit.go.jp/gobuild/sesaku_bcp_bcp.htm

で公表されています。
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防災訓練に向けて

当 防災訓練を 途と 事 組 くださ当面、防災訓練を目途として、以下の事項について取り組んでください
※ 各省各庁のご事情に合わせ、可能な範囲内で結構です

維持管理受託者、警備受託者の体制の確認

・災害時の対応が契約上どのような扱いになっているか・災害時の対応が契約上どのような扱いになっているか

・受託者の防災対応（現状）

・防災訓練に参加しているか

・休日・夜間に発災した場合の人員確保策 など

防災訓練時における発災時チェックシートの試用

・本指針のチェックシート活用をご検討ください

・維持管理受託者、警備受託者等への作業依頼

・防災訓練シナリオへの反映 など
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・防災訓練シナリオへの反映 など



<参考>

「建築保全業務共通仕様書」から「建築保全業務共通仕様書」から

「運転・監視及び日常点検・保守」の「一般事項」

1.1.13 臨機の措置等

（ａ）災害発生に関する措置について、施設管理担当者と協議の上、

次の事項をまとめた防災マニュアルを作成し、施設管理担当者の承諾

を受ける。

（１）緊急事態への準備（ ）

（２）緊急事態発生後の対応

（３）業務の早期復旧

（ｂ）災害発生に伴う重大な危険が認められる場合は、直ちに必要な（ｂ）災害発生に伴う重大な危険が認められる場合は、直ちに必要な

措置を講じるものとする。この場合は、直ちに施設管理担当者に連絡

するとともに、防災センター等との連絡調整を行う。

1.1.18 防災訓練等への参加

受注者は、施設管理担当者が実施する防災訓練その他施設運営上必

要な訓練行事に参加する
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要な訓練行事に参加する。
平成20年版から

加わりました


